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「アジャイル（俊敏）」を実現するＩＴ経営

C O N T E N T S
Ⅰ　「アジャイル」に向けたIT経営がなぜ必要か
Ⅱ　日本企業はどのような改革に取り組んでいるか
Ⅲ　全社改革の実践事例
Ⅳ　IT経営の４つの構成要素

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 厳しさを増す経営環境のなか、企業には「アジャイル（Agile、俊敏）」な経営
が求められる。それはビジネスの全体構造をグループとして最適化し、バリュ
ーチェーン（価値創出連鎖）をグローバルに効率化し、社内外の創造性を結集
し、情報流と意思決定プロセスを高度化し、資源を無駄にしない経営である。

2	 そのためには、情報とIT（情報技術）をフル活用して改革を推進し、新たな
顧客価値を創出して競争力を高める「IT経営」が重要である。本稿では、
2008年に野村総合研究所（NRI）が実施した「ユーザー企業のIT活用実態調査
（以下、本調査）」の結果から、Agileに向けた日本企業のIT経営の実態を分析
する。Agileに向けては、商品・サービス、業務プロセス、ビジネスモデルに
ついて抜本的な改革が必要になる。しかし、達成している日本企業はまだ数パ
ーセントしかない。

3	 東京海上日動火災保険は、将来にわたる事業の俊敏性を獲得するために全社改
革に取り組んでいる。この事例を通じてIT経営の４つの成功要因を抽出する。

4	 本調査から、ガバナンス、メソッド、プラットフォーム、ケイパビリティの４
要素を実施している企業は、改革による効果を上げていることがわかった。

5	 企業はすべての施策を一気に実践できるわけではない。事業部門ごとに経営さ
れている状態からグループ全体でAgileを目指すには、段階を踏む必要があ
る。IT経営の成熟段階に応じてIT経営の４要素の整備を進めるべきだ。

淀川高喜

Ⅴ　IT経営の４つの構成要素は改革実現に効果あり
Ⅵ　Agileの実現に向けたIT経営の成熟段階
Ⅶ　IT経営の成熟段階に応じた４つの構成要素の実施
Ⅷ　Agile実現への経営者の強い意思が大切
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Ⅰ	「アジャイル」に向けたIT経営が
	 なぜ必要か

米国の金融危機に端を発した景気後退が世
界同時進行するなか、これまで世界規模で事
業拡大を謳歌してきた巨大企業でさえ、経営
の転換を迫られている。巨大な銀行・保険会
社、自動車メーカー、電機メーカーなどが、
激変する経営環境に適応するため、膨張した
資産や事業を整理し、身軽になって生き延び
ようとする姿は、氷河期を迎えて苦悩する恐
竜のようでさえある。

世界中の市場がこのように一気に、しかも
同時に収縮していくなかでは、事業ポートフ
ォリオ（配分）をいかにグローバル化してい
たとしても、分散投資によって経営を安定化
させるのは難しい。

1	 企業が目指すべきアジャイルな
	 経営とは

環境の激変に俊敏に適応した小さな哺乳類
が氷河期を生き延びて次の主役になっていっ
たように、今、企業に求められるのは、「ア
ジャイル（Agile、俊敏）」な経営である。

Agileとは、以下の頭文字でもある。この
意味を込めるために、本稿では、あえて英字
で「Agile」と表記することにしたい。
Ａ（アジャイル）：経営環境の急激な変化

に俊敏に対応できる、柔軟な事業構造の
構築と経営体質を持つことが生き残りの
条件である
Ｇ（グローバル）：もっぱら国内の顧客を

対象に事業を展開する企業であっても、
世界経済の動きと無縁ではいられない。
ましてや、世界の市場に対して最適な世

界の資源を活用して事業を展開する企業
はいうまでもない。変化する事業環境の
なかで、企業は常にグローバルな視点を
持って、自分の立ち位置を絶えず見直し
ていかなければならない
Ｉ（イノベーション）：深刻な不況のなか

にあっても、消費意欲が完全に失われて
いるわけではない。納得のできる価格で
良い商品・サービスが提供されれば、消
費者はそれらを賢く選択する。顧客にと
って価値のある独自の商品・サービスを
創造する力が、企業に問われている
Ｌ（情報リテラシー）：「大男総身に知恵が

回りかね」ではいけない。経営者も営業
の第一線も、商品供給者も商品開発者
も、企業のなかの全員が情報を使いこな
し、その場その場で有効な意思決定を行
えるだけの情報リテラシー（活用力）を
持たなければならない
Ｅ（エコロジー）：環境効率の良い省エネ

ルギー・省資源の企業活動がこれからの
大前提になる。膨大な資産を無駄に抱
え、資源を浪費し続けるばかりの企業
は、地球環境との共存ができないだけで
はなく、競争力の源泉となる俊敏性と効
率性を欠いてしまう

Agileであるためには、企業は単に事業を
縮小し身軽になるだけでは足りない。企業グ
ループとしてコンパクトな経営が求められ
る。事業の全体構造を常に最適化し、バリュ
ーチェーン（価値創出連鎖）をグローバルに
組み直し、顧客との新たな関係を築き上げて
行くための、意思決定と改革実行を、企業グ
ループとして俊敏に行える必要がある。
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2	 ネスレのグループ一体経営への
	 取り組み

一例を挙げる。ネスレは、傘下に、「ネス
カフェ」「ネスティー」「ブイトーニ」「キッ
トカット」「フリスキーズ」「ペリエ」など、
グローバル展開する有名ブランドを持つ多角
化企業である。

しかし、同社は地域やブランド別の自主経
営色が強く、2000年以前は全社で販売管理コ
ストが膨張し、収益性は他の世界的な食品メ
ーカーの平均を下回っていた。システムも事
業ごとに別々のものを使用しており、同じ取
引先でも、事業ごとに別の取引先コードを割
り当て、ばらばらな情報管理をしていた。

ネスレは、2000年に「GLOBE（グローバ
ル・ビジネス・エクセレンス）プロジェク
ト」を開始した。これは、分散化しすぎた同
社の経営構造を、集中化の方向に逆に舵を切
り直し、グループ一体経営を実現するため
の、業務とシステムの全体構造を、再度創り
上げる取り組みである。

具体的には、全世界に散らばるネスレのグ
ループ企業が一つのERP（統合業務パッケー
ジ）を使うことによって、

● 調達、販売、請求、配送などのバックオ
フィス業務プロセスの標準化

● 仕入先、原材料、製品、販売先などのデ
ータの共通化

● ハードウェア、ソフトウェアなどのIT
（情報技術）基盤の共通化とITベンダー
の集約化

──を行う。
これらによって、ITコストや販売管理コ

ストの効率化を図るだけではなく、時間差の
ない統一された情報をグローバルレベルで活

用し、意思決定の集中化・迅速化と、事業領
域を超えた経営資源の最適配分を可能とし
た。また、グローバルな仕入先や販売先との
取引手続きを統一して有力プレーヤーとの連
携を強化し、取引相手を選別して集約化を進
めることもできた。

ネスレは2002年にGLOBEプロジェクトを
３事業で試験的に導入して以降、世界の80％
の事業に展開し終えるまでに４年間かかって
いる。業務とシステムの全体構造の再構築
は、それだけ大変な労力を要する取り組みな
のだ（以上は、ハーバード大学リチャード・
ノーラン名誉教授の事例分析による）。

3	 Agileに向けて経営者は
	 IT経営を意識すべき

ネスレは、世界市場拡大の波に乗って巨大
なグローバル企業に成長するなかで、過度な
分散経営による大企業病に陥っていた。それ
を打開し、グループ全体でAgileな経営を実
現するためにGLOBEプロジェクトに取り組
んだといえる。とはいえ、今回のような世界
同時不況では、食品需要も世界的に低迷し、
ネスレといえども当面の業績悪化はまぬがれ
ない。しかし、グループ経営の構造転換を達
成していたことによって、同社は俊敏な変化
への適応が可能となっている。こういう環境
下だからこそ、改革の効果が競争力の差とな
って、これから現れてくるものと思われる。

企業グループとしてAgileを獲得するため
には、その土台となる業務プロセスとシステ
ムの構造を再構築する必要がある。そして、
とりわけシステムの構造を変えるには、ネス
レのように多大な労力を要する。だからこそ
情報とITをフル活用して改革を推進し、新
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たな企業価値を生み出して競争力を高める経
営、すなわち「IT経営」を、経営者は強く
意識すべきなのだ。

Ⅱ	 日本企業はどのような改革に
	 取り組んでいるか

企業が行う改革の対象には、商品・サービ
ス、業務プロセス、ビジネスモデルがある。
改革はこの順に大がかりになり、成果を上げ
ている企業も少なくなる。また、改革は変化
の大きさによって、小さいものから順に「改
善・改良レベル」「抜本的改革レベル」、これ
までにないものを創り出す「創造レベル」が
ある。変化が大きいほど改革は難しくなり、
成果を達成している企業も少なくなる。

野村総合研究所（NRI）は、2003年から継
続して日本の全業種の上場企業クラスを対象
に、「ユーザー企業のIT活用実態調査」を実
施しており、こうした企業の改革達成状況
は、本調査結果にも現れている。2008年は11
月に実施し、515社から回答を得た。本稿で
は、この「2008年ユーザー企業のIT活用実
態調査（以下、本調査）」の結果を基に、日
本企業の実態を分析していく。

本調査結果を見ると、企業の改革実施状況
は、次の４つのグループに分けることができ
る（図１）。

● まだ改革が成果を上げるまでに至らない
企業群（図１では挙げていない）

● 改善・改良レベルでは成果を上げている
企業群（20％前後）

● 商品・サービスについては創造レベルま
で、業務プロセスについては抜本的改革
レベルまで踏み込んでいる企業群（６％

程度）
● ビジネスモデルも含めて創造レベルまで

取り組んでいる企業群（４％程度）
グループ全体の事業構造をAgileにしてい

くためには、商品・サービス、業務プロセ
ス、ビジネスモデルの全領域にわたって、抜
本的改革レベルや創造レベルの改革に取り組
む必要があるが、その点では、日本企業の大
半は、いまだAgileの実現には至っていな
い。日本企業は、IT経営の実践を通じて
Agileへの動きを加速しなければならない。

また、改革の範囲に関する別の軸として、
地域的な広がりを示すグローバル化がある

（図１の上）。自社のビジネスを世界の多様な
市場へ展開することも大きな改革である。本
調査結果を見ると、グローバル化で成果を上
げている企業は、ビジネスモデルの改革で成
果を上げている企業よりもさらに少ない。

なお、図には示していないが、業種別の内
訳を見ると、最も取り組みやすい「既存ビジ
ネスの改良・改善によるグローバル化」であ
っても、製造業では「期待を達成している」
企業が11.7％あるものの、金融業では2.2％、
サービス業では7.7％しかない。それどころか、
金融業では54.3％、サービス業では37.4％の
企業が、「グローバル化には取り組む必要が
ない」と回答した。サービス業のグローバル

図1　企業の改革達成状況
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出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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化の遅れが、ここにも顕著に現れている。

Ⅲ	 全社改革の実践事例

事例を通じて、Agileの実現に向けた全社
改革とIT経営の成功要因を抽出してみよう。
東京海上日動火災保険は、将来にわたる事業
の俊敏性を獲得するために、まさに全社を挙
げて改革に取り組んでいる企業である。筆者
は、同社の協力を得て改革の事例を分析した。

これまで他社と新商品開発競争や代理店チ
ャネル開拓競争を繰り広げてきた結果、同社
には、商品や販売チャネルごとの個別の業務
手続き、例外処理、特例処理が山のように蓄
積されていた。商品別や販売チャネル別の個
別最適が繰り返され、全社としての最適化が
行われない状態だったのである。そのこと
が、代理店や営業店にとって複雑で負担の大
きい業務処理と、顧客にとって難解な商品・
サービスを生み、企業としての将来にわたる
俊敏性を阻害するようになってきた。

そこで同社は、顧客にとってうれしくわか
りやすい商品・サービスとは何か、代理店や
営業店にとって負担の少ないシンプルな業務
プロセスとは何か、そのうえで社員や代理店
の意識と行動をいかに顧客に集中させるかに
ついて問い直す取り組みを進めた。新たなサ
ービスを実現するための業務基盤としてシス
テムも再構築した。全社を挙げてのITを土
台にしたこの改革を、同社は「抜本改革」と
呼んでいる。

東京海上日動火災保険のこの抜本改革は、
幾多の難局を乗り越えて2008年に、第一期で
あるシンプル化した自動車保険の発売を開始
し、改革は、その後も他の種目へと拡大して

いる。同社の取り組みは、他の企業における
全社規模の改革にも共通する「成功への定
石」をしっかりと押さえているように思われ
る。

1	 経営者の意思
全社を挙げた改革において、経営者の意思

が一貫してぶれないことが重要なのはいうま
でもない。隅修三現取締役社長は、抜本改革
の当初から、一貫して商品、業務プロセス、
システムが一体となった改革を唱え続けた。

「新しい商品を創ってもすぐに他社に追いつ
かれる。保険会社の強みは、業務品質であ
り、それを支える業務プロセスである」とい
う主張である。そこで、これまで販売してき
た商品を一から見直して、商品の基本構造か
ら変えてしまうことにまで踏み込んだ。それ
が抜本改革の抜本たるゆえんである。

抜本改革への着手を、経営者全員で決断し
たタイミングも重要であった。東京海上保険
と日動火災海上保険が経営統合（両社は2004
年10月に経営統合）を迎えるに当たって、も
し当時、抜本改革の開始を躊躇していたとし
たら、営業第一線でのその後の混乱は必至だ
ったであろう。

2	 改革の全体統制
当初から、隅常務（当時）を事務とシステ

ムの担当役員という立場にすえたことは、石
原郁夫取締役社長（当時）の慧眼といえる。
この手の改革には、事務プロセスとシステム
の問題を一体で考えることのできるCIO（情
報統括役員）の登用が重要なのである。隅常
務は、自らの海外経験に照らして、日本の損
害保険会社が抱えている課題を客観的に捉え
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ることもできる人物であった。さらに、抜本
改革の立ち上げに当たっては、その隅常務を
改革全体の責任者に任命、CIOが「チーフ・
イノベーション・オフィサー（最高改革責任
者）」を務めることになり、最終的には、同
氏が社長に昇格して、改革を成功に導いた。
このように、一貫した改革のリーダーが存在
したことも、大きな成功要因である。

そして、改革のリーダーを孤立させること
なく、経営者を挙げて改革に関する意思決定
を行う構造をつくり、難局に当たってもぶれ
ずに、経営者が改革を支持したことも重要で
あった。改革の進捗状況を、良いことも悪い
ことも時間差なく経営陣に報告させ、経営者
全員で遅滞なく必要な判断を下す意思決定プ
ロセスが、改革の各所で有効に機能した。

3	 改革プログラムの管理
全社的な改革を実行するためには、改革プ

ログラムの全体管理と改革内容の実行を担う
体制づくりが重要だ。

抜本改革では、立ち上げに当たって経営企
画部内にいち早く抜本改革事務局を設け、改
革実行が佳境を迎える段階では、これを抜本
改革推進部に格上げして、プログラムの全体
管理を行わせた。これによって、改革全体の
PMO（プログラム・マネジメント・オフィ
ス）としての抜本改革推進部と、システム面
のPMOとしてのIT企画部が両輪となって、
コミュニケーションを密に取りながら改革を
推し進めることのできる体制ができた。

また、改革の実行部隊としては、立ち上げ
時から、関連部署を集めたクロスファンクシ
ョナルチームとして８つのPT（プロジェク
トチーム）を編成し、改革が具体化するにつ

れて、PTを適宜、追加・拡大したり、PTの
なかにさらに分科会を設けたりした。

そして、PTの体制が大がかりになってく
ると、全体を束ねるために部長レベルからな
る改革実行委員会を編成し、この場を活かし
て、事務局が全体の進捗管理、情報共有、整
合性確保、遅延作業のてこ入れなどを適時に
実施した。

抜本改革推進部は、「企画」だけではなく
「推進」機能も充実させ、企画した内容が現
場で実践されるまでフォローした。第一期開
始後も、現場の支援体制（ヘルプデスクな
ど）をつくり、現場での定着を支援した。

4	 改革のリスクマネジメント
改革の実行に当たっては、当初の想定どお

りにはいかない不確定要素（リスク）が数多
く発生する。そのリスクを早期に検知し、適
切に対処することが重要だ。

抜本改革においても、業務機能の拡大によ
る種目ごとの段階実施への変更、投資額の大
幅な増額、抜本改革の先行活動である「新し
い風」の停滞へのてこ入れ、業務適正化への
対応、第一期開始の延期決定──など、さま
ざまな局面で先手を打ち、変化に対応した。

これは、PMO、改革実行委員会、経営会
議といった各層のマネジメント機構が、リス
クを重要な管理事項と認識して、自ら率先し
てリスク管理を実行したことによる。加え
て、リスク管理部や内部監査部による客観的
なリスク評価を安全装置として準備したこと
も、特筆すべき点だ。

5	 改革の方法論
抜本改革においては、あらかじめ明確な形



54 知的資産創造／2009年6月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2009 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

で「改革方法論」が用意されていたわけでは
ないが、下敷きとなる経験があったおかげ
で、結果的に改革方法論に相当することを実
践していたと考えられる。すなわち、経営統
合では、全社での業務とシステムの切り替え
をどのように進めるか、新商品「超保険」の
発売では種目横断的な業務をどう実現するか
を先行的に体験していた。

このため、抜本改革の推進途上で実施した
ことは、改革方法論の定石を踏んでいる。

● 効果を少しでも早く出そうとして実施さ
れた「先行実施案件」は、本格的な改革
を実行する前の「パイロット（試行）プ
ロジェクト」の位置づけでもある

● 代理店システムの要件を、端末の試作画
面を用いて早期に確定していった手法
は、「プロトタイピング」である

● 先行実施された「新しい風」という改革
準備活動は、営業と代理店の「意識改
革」である

● 抜本改革の事務局が行った改革進捗管理
は、「チェンジマネジメント（改革実行
管理）」の手法である

● 新システムの開発に当たっては、今後の
システム開発・維持管理の効率を高める
ような開発手順や開発環境を導入した

6	 改革のプラットフォーム
改革を成功させるには、プラットフォーム

（実行環境）として、標準化された業務プロ
セス、業務システム、データ、IT基盤など
を設計することが鍵となる。プラットフォー
ムの品質と性能が、改革の実行をあとあとま
で左右することになる。

同社においては、新商品そのものに立ち返

って、種目の共通部分と独自部分を明確化し
た構造に設計し直した。そのことにより、業
務プロセスも標準化され、業務システム機能
も共通部品化することができた。

また、IT基盤の設計においては、最新の
技術を選択するよりも、自社にとって妥当な
水準の技術を選択することを意識した。まだ
不確実な新しい技術に傾斜することなく、性
能が確実で品質が確保できるこなれた技術を
使う部分と、あえて新しい技術を使う価値の
ある部分とに分けることで、自社の目的に最
も合ったシステムを実現している。

7	 改革を支える人材マネジメント
改革を実行する人材のマネジメントの良し

悪しが成否を握っている。同社においては、
改革のリーダーが抜本改革の目的と効用を、
全社員に、また代理店に対して繰り返し訴え
続けた。これによって、全員参加による改革
のビジョンの共有ができた。

そしてそれを下地にして、 全社員に対して
研修を実施し、新たな商品、業務プロセス、
システムを理解する機会を与えた。社員全員
に対して研修を義務づけたところに、改革の
浸透にかける経営者の想いが現れている。

さらに改革に向けての当事者の意識や相互
理解を一つにするため、以下のコミュニケー
ションの向上に関する対策を施している。

● まず、物理的な面では活動場所の統合に
こだわった。業務機能の詳細設計を、業
務担当者とシステム担当者が「多摩セン
ターごもり」をしてまで一体で行った

● 改革の主旨や内容を社内や代理店へアナ
ウンスする際の進め方・方法について
は、入念に検討した。そして、 抜本改革
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のプロジェクトメンバーが現場まで出向
いて説明を行う、直接的なコミュニケー
ションを重視した

● さらに、改革の内容を一冊で理解できる
研修用テキストの質へのこだわり、代理
店研修用DVDの制作など、コミュニケ
ーションツールの整備にも注力した

改革の推進者に実行権限を与え、実行能力
を高めることも重要だ。まず、抜本改革推進
部、PT、IT企画部など改革を引っ張る横ぐ
し組織に改革実施権限を与え、しかも経営者
が彼らを支持することによって、それまで根
強かった縦割りの組織構造にメスを入れた。
そして改革を通じて、従来、社内のパワーバ
ランスの面で弱い立場にあった事務部門やシ
ステム部門を、営業部門や商品部門と同等の
パートナーとして位置づけし直した。

8	 改革における外部活用
抜本改革を支える新システムの開発は、同

社が経験したことのない大規模なものであっ
た。このため、IT企画部と情報子会社だけ
ではとてもこなせないので、40社ほどの外部
のITベンダーを組織化して、担当するシス
テムをベンダーごとに決め、開発を一括して
任せていく方法を取った。

従来のシステム開発では、自社や情報子会
社の人材が工数の４割程度にまで入り込んで
上流の設計やテストを実施して品質を確保し
てきたのだが、新システムでは、自社や情報
子会社の人材の関与を２割程度に抑え、その
ぶんを外部のITベンダーに任せることによ
って大規模な開発体制を編成した。

しかし、そうしたベンダーのなかには保険
業務システムや大規模開発のマネジメントに

不慣れな企業もあり、一括して任せたつもり
のシステムが思いどおりにでき上がってこな
いため、結局は自社の人材で引き取らざるを
えないことも起こった。この反省に立ち、抜
本改革の第二期のシステム開発では、委託す
る外部のITベンダーをさらに厳選している。

Ⅳ	 IT経営の４つの構成要素

ITを活用した全社改革の成功要因を前章
の事例から抽出すると、経営者自身の卓越し
た構想力やリーダーシップが重要なのはもち
ろんだが、加えてIT経営に必要な構成要素
として４つに整理できる（次ページの図２）。

①ガバナンス：改革実行を企業として確実
なものにする価値創出とリスクの統制

②メソッド：改革の構想・計画策定と実行
のための方法論

③プラットフォーム：改革を行ううえで必
要な知的資産、システム、データ、IT
基盤といった情報資産

④ケイパビリティ：改革を実行する人材や
組織の活性化および最適なアウトソーシ
ング（外部委託）活用

全社改革を成功に導くIT経営のこの４要
素について、それぞれの拠りどころとなるよ
うな、世の中で広く知られている枠組みに当
てはめて一般化する。

なお、以下の説明の括弧内の数字は、本調
査によって明らかになった各施策を実施して
いる企業の割合を示している。

1	 ガバナンス
経営者の立案した戦略を実行に移し、成果

を刈り取るまで改革とシステム活用をやり抜
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くためには、戦略に沿った計画、構築、導
入、改革実施について実行責任を明確化し、
経営者とCIOがそれを一貫して統治（ガバナ
ンス）する必要がある。

また、同一グループのなかに複数の事業部
門を抱える企業では、個々の事業でITを有
効活用するだけではなく、企業全体として
IT投資と効果創出を最適化することが重要
である。そのためには、スポンサーである
CEO（最高経営責任者）などの経営者と、
各IT投資案件のオーナー（起案者）である
事業責任者、IT活用の全体統括者であるCIO
の三者の間で、三位一体の意思決定構造を確
立する必要がある。

米国のITガバナンスインスティチュート
（ITGI）が、ITによる改革投資を統治する枠
組みとして2006年に公開したのが、「企業価
値：IT投資のガバナンス──The Val ITフ
レームワーク（以下、Val IT）」である。

Val ITは、以下の３段階の管理領域（ドメ
イン）から構成される。

● バリューガバナンス（戦略整合性確保）
　　価値統制の全体構造を定義することで

ある。ガバナンスルールを整備し実施
し、改善する。そして、経営戦略とIT
活用の整合性を取る（19.8％）

● ポートフォリオマネジメント
　　改革案件全体をポートフォリオとして

管理することである。投資配分方針を決
め、金と人のリソース（資源）を確保し、
投資対象となる改革案件を選択してポー
トフォリオとして最適運用する（14.4％）

● インベストメントマネジメント（プログ
ラムマネジメント）

　　個別投資案件を改革プログラムとし
て、投資ライフサイクルにわたって管理
をすることである。改革案件を発案し、
承認を得たら計画し、計画の承認を得た

図2　IT経営の4つの構成要素

WHY：統制 ①ガバナンス

戦略整合性

ポートフォリオマネジメント

プログラムマネジメント

サービスマネジメント

リスクマネジメント

HOW：方法論 ②メソッド

ビジネスモデル改変、ビジネス創造

業務の継続的改善、抜本的改革

システム開発の改善

WHAT：情報資産

③プラットフォーム
関係、ナレッジ、
業務プロセス

アプリケーション

データ

IT基盤 WHEN：成熟段階

WHERE：所在（グローバル、ローカル）

WHO：人材

④ケイパビリティ

バリュー

オポチュニティ

イノベーション

コミュニケーション

エンパワーメント

アウトソーシング
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らプログラムを開始し、実行し、評価
し、報告し、終了する（17.7％）

この３つの管理領域に加えて、システムが
稼働した後、それを使って価値を生むITサ
ービスを継続的に供給するサービスマネジメ
ント（9.1％）と、価値創出を不確実にする
リスクのマネジメントを含めたものを、IT
による改革のガバナンスと考える。

2	 メソッド
改革に役立つ手法やツールを組織的に導入

し、改革に向けた活動において全社で活用し
ていくことも重要だ。

ITによる改革の効果を確実に刈り取るた
めには、システムを計画どおりに構築するも
のづくりとしてのプロジェクトマネジメント
と、システムを使って改革を実行するチェン
ジマネジメントの両輪が必要である。このた
め、システム構築と改革実行を合わせて１つ
の改革プログラムと捉えるマネジメントが重
要視されるようになった。

手法やツールのなかには、
● システム開発のプロセスを改善するもの
（22.5％）

● 継続的な業務改善サイクルを回すもの
（26.4％）

● BPR（ビジネスプロセス・リエンジニア
リング）のような抜本的な業務改革を実
行するもの（18.3％）

● 事業の統合などにおいてビジネスモデル
の見直しを行うもの（6.8％）

● 新ビジネスを試行するプロトタイピング
（4.7％）

──など、改革するプログラムの種類によ
っていろいろなレベルがある。

3	 プラットフォーム
ITを使って価値を生み出すためには、自

社の業務やシステムの構造がシンプルでわか
りやすくなっていることが大前提となる。こ
のため、業務とシステムの全体構造（エンタ
ープライズアーキテクチャー）のあるべき姿
を描いて、それに向けて現状のシステム構造
を再整理する必要がある。この際に、エンタ
ープライズアーキテクチャーは、システムの
構造だけではなく、企業が持つ改革を生み出
す知的資産全体の構造と捉えるべきである。

優れた商品・サービスは、顧客や取引先と
の良好な関係を活かした協働体制を組み、ナ
レッジ（知識・ノウハウ）を駆使することに
よって開発される。そして、独自のナレッジ
を埋め込んで価値を高めた業務プロセスを設
計し、関係者の間で最適な役割分担をして実
行することによって実現される。このよう
に、改革の実現のためには、人的関係、ナレ
ッジ、業務プロセスという源泉となる３つの
知的資産が重要になってくる。

そして、知的資産は、システムに組み込ん
で実体化されることによって、さらに流通
性、再利用性、相互接続性を高めることがで
きる。改革の実現に当たっては、３つの知的
資産を組み合わせて新たな商品・サービスを
開発し、これと並行して、知的資産を組み込
んだシステムを用いて、サービス提供のため
の業務システムを構築する。

マサチューセッツ工科大学のジニー・W・
ロス教授は、企業のシステムのアーキテク
チャーは、①個別最適型、②IT基盤標準型、
③プロセス・データ統合型、④モジュール型
──という４つの段階を経て成熟度を高めて
いくと提唱している。
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①企業が、個別の業務を効率化するために
その都度システムをつくっていくと、業
務システムの寄せ集めになってしまう。
これが「個別最適型」の段階である

（16.1％）
②個別最適型では、システムを維持管理・

運用していくうえで非効率のため、各業
務システムを乗せている土台に当たるハ
ードウェアやネットワークなどのIT基盤
だけでも、自社の定めた標準に沿った技
術や製品で構成したほうがよい。これが

「IT基盤標準型」の段階である（45.6％）
③IT基盤を標準化すると、企業全体で共

通のハードウェア設備を使えるなど、部
分的にはシステムの全体最適化に貢献で
きる。しかし、全社の業務やシステムの
本来の全体最適化は、業務プロセスが標
準化され、必要な情報が一元管理されて
はじめて実現できる。これが「プロセ
ス・データ統合型」の段階である（32.0％）

④さらに、事業の買収や起業が頻繁に行わ
れる企業や、他社との業務連携が密接に
行われる企業では、業務機能を共通部品
化し、社内外の共通の業務機能を組み合
わせて個別事業向け業務システムを速や
かにつくれるシステム構造にしておくこ
とが望ましい。これが「モジュール型」
の段階である（5.4％）

4	 ケイパビリティ
ITを活用してビジネス価値を生み出すた

めには、人材と組織をいかに創り上げ、改革
とIT活用を支えるかが問われてくる。IT人
材の活性化が最重要な施策であることはいう
までもない。

IT経営を実践するためには、IT部門も部
門ごとの個別の問題を解決するだけではな
く、全社の、さらにはグループ全体でのIT
の最適な活用を支える存在にならなければな
らない。また、IT部門はシステムをつくっ
て提供する役割から、業務改革を推進し、さ
らにはイノベーション（革新）を自ら駆動す
る役割に変わっていかなければならない。

NRIでは、企業におけるIT人材を、このよ
うにビジネス価値創出に貢献する改革推進人
材にするための活性化策を提案している。こ
の活性化策は、「VOICE」と名づけた５つの
頭文字からなる。
V（バリュー）：IT人材の仕事がビジネス

価値の創出にいかに貢献しているかを共
感できるようにし、IT人材が使命感を
持って仕事ができるようにする（37.9％）
O（オポチュニティ）：IT人材がITに関す

る幅広い知識を吸収し、自分の得意とす
る専門技術を磨いていくために、知識教
育と実務経験の場を用意する（37.3％）
I（イノベーション）：新技術の活用、独自

の業務システムの構築、新ビジネスモデ
ルの開発など、新たなものの創造にIT
人材がかかわり、創造の喜びを実感する

（20.6％）
C（コミュニケーション）：タコつぼ型の

組織を開かれた組織に変革するため、内
外とのコミュニケーションを促す組織的
な仕掛けを用意する（47.2％）
E（エンパワーメント）：IT人材が「やら

され感」を持って仕事をするのではな
く、自分の自発的な意志によって仕事の
提案や業務の改善に取り組める雰囲気を
創る（43.9％）
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また、自社が確保できるリソースに制約が
あるなか、優れた商品・サービスを実現しよ
うとすれば、自社内にこだわらずに外部の最
良のパートナーと組み、投入リソースと成果
を分かち合うことが有力な手段となる。自社
のIT人材の確保だけでなく、アウトソーシ
ングの活用もきわめて重要な選択肢となる。

アウトソーシングには、
● 個別業務委託（70.5％）
● 派遣要員活用（38.8％）
● プロジェクト一括委託（21.4％）
● 運用の包括委託（20.4％）
● ベンダーとの共同運営（12.6％）
──などの形態がある。

Ⅴ	 IT経営の４つの構成要素は
	 改革実現に効果あり

本調査結果を見ると、ガバナンス、メソッ
ド、プラットフォーム、ケイパビリティ向上
のための人材活性化の各施策を実施している
企業は、改革によって効果を上げていること
がわかる。

改革によって「顧客評価が高まったか」「財
務的な効果が上がったか」について、「効果
あり（５点）」「やや効果あり（４点）」「どち
らでもない（３点）」「やや効果なし（２点）」

「効果なし（１点）」として、それぞれの施策
を実施している企業とそうでない企業に分け
て平均点を取った。その結果、いずれの施策
についても、実施している企業の平均点が、
実施していない企業を全案件で上回ってお
り、施策の有効性を確認することができた。

そのなかでも特に有効と考えられる施策は
次のとおりである。

● ガバナンスでは、「ポートフォリオマネ
ジメント」を実行している企業の平均点
は、顧客評価向上が3.71、財務的効果は
3.66で、他の施策よりスコアが高い。ガ
バナンスのなかでも改革案件をポートフ
ォリオとして管理することは最も高度な

図3　ガバナンスによる改革の効果（顧客評価）

出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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図4　ガバナンスによる改革の効果（財務的効果）

出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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ものであり、ここまで実施できる企業は
改革実現力も高いということであろう

（前ページの図３、４）
● メソッドでは、「抜本的業務改革」を実

施している企業の平均点が４点台と、
「システム開発の改善」や「継続的な業

務改善」に比べて高くなっている。さら
に「ビジネスモデル改革」や「新ビジネ
ス創造」を実施している企業の平均点
は、５点満点に近い。より大がかりな改
革のための手法を導入できる企業は、改
革実行力が高いということである。ただ
し、「ビジネスモデル改革」や「新ビジ
ネス創造」は、まだ数パーセントの企業
でしか活用されるに至っておらず、現時
点では、ごく一部の先進的な企業だけの
話といえよう（図５、６）

● プラットフォームでは、「個別最適型」
や「IT基盤標準化型」に比べて、「プロ
セス・データ統合型」と「モジュール
型」の企業が効果を上げている。システ
ムのアーキテクチャーの成熟度が、改革
実行力を左右することが明確になってい
る（図７）

● ケイパビリティ向上のためのIT人材活
性化策では、VOICEの「Ｖ：価値観の
共有」や「Ｃ：コミュニケーション」に
比べて、「Ｏ：成長機会の設定」「Ｅ：能
力発揮環境」「Ｉ：創造の実感」を実施
している企業のほうの平均点が高い。人
材一人ひとりの能力開発に直接働くよう
な施策にまで踏み込んで実施している企
業のほうが、改革実行力が高いというこ
とである（図８）

このように、取り入れた施策によって有効
性の現れ方に若干の差はあるものの、東京海
上日動火災保険の事例分析から抽出された
IT経営の４つの構成要素は、どの企業にと
っても共通に有効なものであることが、本調
査からも確認できた。

図5　メソッドによる改革の効果（顧客評価）

出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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図6　メソッドによる改革の効果（財務的効果）

出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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Ⅵ	 Agileの実現に向けた
	 IT経営の成熟段階

IT経営に有効な４つの構成要素は確認で
きたが、企業はこれらのすべての施策を一気
に実践できるわけではない。事業部門がばら
ばらに経営されている状態から、グループ全
体でAgileを目指す経営に至るまでには、い
くつかの段階を踏む必要がある。そして、企
業のIT経営の成熟段階は、その企業が持って
いるシステムのアーキテクチャーの成熟度
に、現物の形を取って反映されている。

1	 実現目的によるIT経営の
	 「To-Be」の成熟段階

まず、ITによる改革で何を実現したいの
かという実現目的の度合いによって、IT経
営の「To-Be（あるべき姿）」の成熟段階（以
下、To-Beの成熟段階）を、次の５段階で定
義しよう。
①個別業務課題の解決（部門最適の段階）
自社内にある各部門の個別の業務課題を解

決するため、ITを用いて個々の商品・サー
ビス、業務プロセスを改善する
②システム効率性の向上（IT基盤全社最
適の段階）

これまで個別につくってきた業務システム
の使いにくさや維持・管理・運用の非効率さ
が問題になってきたので、IT基盤を刷新し、
共通化された標準的なIT基盤の上で各業務
システムを効率的に稼働させる
③共通業務プロセスの改革（プロセス全社
最適の段階）

他社にまさる業務の品質、生産性、スピー
ドを実現するため、ITを用いて部門をまた

いだ全社共通の業務プロセスを改革する
④ビジネスモデルの改変（グループ全体最
適の段階）

事業環境の変化に即応できるように、再利
用可能なIT部品を用いてビジネスモデル（事
業構造や収益を生み出す仕組み）を俊敏に改
変できるようにする

図7　プラットフォームによる改革の効果

出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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図8　ケイパビリティ向上のためのIT人材活性化策による改革の効果
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⑤新ビジネスの創造（ビジネス創造の段階）
グローバルに通用するような、自社独自の

価値を生み出すため、ITを用いて新しいビ
ジネスを創り出す

2	 システムのアーキテクチャーの
	 成熟度に対応したIT経営の
	 成熟段階

To-Beの成熟段階は、CIOやIT運営に携わ
る関係者のITへの想いを示したものである
が、目線が高いからといって、高度なIT経営
が実行できる実力がついているとはかぎらな
い。そこで、IT経営の「As-Is（現実の姿）」
の成熟段階を示すものとして、システムのア
ーキテクチャーの成熟段階（以下、As-Isの
成熟段階）に着目しよう。
「部門最適」の段階の企業は、当然ながらシ
ステムのアーキテクチャーは個別最適型にな
っている。一方で、環境変化に応じてビジネ
スモデルを俊敏に改変したい「グループ全体
最適」の段階の企業は、それに適したモジュ
ール型のシステムのアーキテクチャーを指向
する。

そして、この間に移行過程として、システ
ム効率性の向上を目指したIT基盤標準化型
のシステムのアーキテクチャーの企業（「IT
基盤全社最適」の段階）と、共通プロセスの
改革を目指したプロセス・データ統合型のシ
ステムのアーキテクチャーの企業（「プロセ
ス全社最適」の段階）が位置づけられる。こ
のように、IT経営のあるべき姿である「４
つのTo-Beの成熟段階」と、IT経営の現実の
姿である「４つのAs-Isの成熟段階」とを対
応させて考えてみるのである。

では、本調査結果によって、システムのア

ーキテクチャーの成熟度の違いによって、
ITによる改革の実現目的が実際にどう変わ
るかを確認する。

個別最適型のシステムのアーキテクチャー
では、システム効率性の実現を目的に挙げる
企業が最も多い。これは、部門ごとにばらば
らのシステムでは個別の問題解決はできるも
のの、システムの維持管理や運用などの効率
が悪いので、IT基盤標準化型のシステムの
アーキテクチャーを目指したいということ
だ。

プロセス・データ統合型システムのアーキ
テクチャーでは、全社共通業務プロセス改革
を挙げる企業も多くなる（61.8％）。モジュー
ル型システムのアーキテクチャーではビジネ
スモデル改変を挙げる企業も多くなる（35.7％）。
このように、To-Beの成熟段階とAs-Isの成
熟段階は対応しているのである（表１の上）。

本調査結果では、ITによる改革の実現目
的として「新ビジネス創造」を挙げた企業が
10.5％ある。これは特定のAs-Isの成熟段階と
は対応しないが、「ビジネス創造経営」とひ
とくくりにしてTo-Beの成熟段階に追加して
おきたい。ビジネス創造経営は、現在想定さ
れる範囲の環境変化に適応できるだけではな
く、それを超えたイノベーションを目指す
IT経営である。この企業群は、システム効
率性、全社共通プロセスの改革、ビジネスモ
デル改変も改革の実現目的に挙げている企業
が多く、ITによる改革に対する意識が全般
的に高い企業であるといえよう。

このように、システムのアーキテクチャー
に対応した４つのAs-Isの成熟段階を定義し、
これに「ビジネス創造経営」を加えて、５つ
のTo-Beの成熟段階を定義する。
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3	 IT経営の成熟段階に応じて
	 IT活用能力が高まる

ここからの分析では、「部門最適」「IT基
盤全社最適」「プロセス全社最適」「グループ
全体最適」までは、As-Isの成熟段階を用い、

「ビジネス創造」段階については、To-Beの
成熟段階を用いることにする。

このIT経営の成熟段階が上がるにつれて、
ITによる改革の範囲が拡大していくことが
本調査結果にも現れている（表１の下）。

部門最適経営が「改革前夜」であるとすれ
ば、IT基盤全社最適経営では、商品やプロ
セスの改革が部分的に始まり、プロセス全社
最適経営になると、プロセス改革が本格化
し、グループ全体最適経営では、あらゆる種

類の改革が実施され、ビジネス創造経営では
ビジネスモデル改革が本格化する。

IT経営の成熟段階が上がると、IT活用に
よって期待された成果を獲得する企業も多く
なる（表１）。

業務標準化、業務効率化、業務統合化、情
報活用支援、経営管理支援、サービス・事業
創造といったIT活用の成果について、部門
最適経営では、そのすべてが達成されない企
業のほうが多い。一方、IT基盤全社最適経
営では、目的を達成した企業のほうが多くな
り、プロセス全社最適経営とビジネス創造経
営では、すべての成果について達成した企業
のほうが多くなる。そして、グループ全体最
適経営では、成果が達成されない企業はほと

表1　IT経営の成熟段階の定義
（単位：％）

IT経営の成熟段階（To-Beの成熟段階） 部門最適 IT基盤全社最適 プロセス全社最適 グループ全体最適 ビジネス創造

システムのアーキテクチャーの成熟段
階（As-Isの成熟段階）

個別最適型 IT基盤標準化型 プロセス・データ
統合型

モジュール型 ─

マネジメント実現目的 個別問題解決 システム効率性 業務優位性 変化即応性 独自価値創造
改革対象 個別商品・サービス、

業務プロセス
標準IT基盤 全社共通プロセス ビジネスモデル 新ビジネス

該当する企業の割合 16.1 45.6 32.0 5.4 10.5

【実現目的】
【ITによる改革の実現目的】
システム効率性 79.5 65.5 71.5 60.7 75.9
全社共通業務プロセス改革 57.8 55.7 61.8 60.7 64.8
ビジネスモデル改変 20.5 30.2 30.3 35.7 55.6
新ビジネス創造 9.6 9.8 12.7 7.1 100.0

【ITを活用した改革実行】 改革前夜 商品やプロセス
改革部分的

プロセス改革
本格化へ

あらゆる抜本
改革へ

ビジネスモデル
改革本格化

商品・サービス 4.8 10.6 13.9 25.0 25.9

開発プロセス 3.6 6.4 9.7 21.4 18.5
生産供給プロセス 6.0 15.7 25.5 28.6 20.4
サービスプロセス 4.8 7.7 12.1 28.6 14.8

ビジネスモデル 1.2 8.9 13.9 10.7 20.4

【IT活用の成果】 良6.0 ＜ 悪37.3 良9.8 ＜ 悪14.0 良29.7 ＞ 悪4.8 良46.4 ＞ 悪0.0 良31.5 ＞ 悪9.3
業務標準化 12.0 ＜ 25.3 20.0 ＞ 10.3 38.1 ＞ 4.2 35.8 ＞ 3.6 29.7 ＞ 7.5
業務効率化 16.9 ＜ 27.7 22.2 ＞ 12.8 35.7 ＞ 6.7 53.6 ＞ 0.0 31.5 ＞ 7.4
業務統合化 10.8 ＜ 28.9 18.3 ＞ 10.6 28.5 ＞ 4.8 28.6 ＞ 3.6 18.6 ＞ 9.3

情報活用支援 14.5 ＜ 26.5 13.6 ＜ 18.8 25.4 ＞ 10.9 32.2 ＞ 3.6 25.9 ＞ 11.1
経営管理支援 8.4 ＜ 33.7 18.8 ＞ 14.1 18.2 ＞ 11.5 25.0 ＞ 10.7 24.1 ＞ 11.1

サービス・事業創造 8.4 ＜ 19.3 6.8 ＝ 7.7 12.7 ＞ 7.3 28.5 ＞ 7.1 24.1 ＞ 16.7
（実施せず51.8） （実施せず46.8） （実施せず42.5） （実施せず32.1） （実施せず18.5）

出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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んどない。このように、IT経営の成熟段階
は、その企業のIT活用能力を示している。

Ⅶ	 IT経営の成熟段階に応じた
	 ４つの構成要素の実施

IT経営の各成熟段階にある企業では、IT
経営のガバナンス、メソッド、プラットフォ
ーム、ケイパビリティの４要素をどこまで実
施しているのであろうか。本調査の結果を用
いて、要素ごとに確認していこう。

1	 ガバナンスの実施状況
ガバナンスのなかのITによる改革の統制

については（表２の上）、
● 部門最適経営では未整備の企業が多い
● IT基盤全社最適経営で、何らかのIT投

資の管理に着手する企業が出てくる
● プロセス全社最適経営において、戦略整

合性とプログラムマネジメントを実施す
る企業が増える

● グループ全体最適経営では、これに加え

て、ポートフォリオマネジメントやサー
ビスマネジメントも実施する企業が多い

● ビジネス創造経営でも改革の統制全般の
実施度合いは高いが、サービスマネジメ
ントがやや低い。これは、新規投資案件
の管理に重点が置かれていることを表し
ているのであろう

ガバナンスのなかのITリスクの管理につ
いては（表２の下）、

● 部門最適経営では顧客情報漏えいに関す
る管理だけである

● IT基盤全社最適経営でも、アクセス管
理中心の管理にとどまる

● プロセス全社最適経営においては、可用
性（災害復旧、事業継続）と正確性（デ
ータ、内部統制）の確保も含めたリスク
管理を実施する企業が増える

● グループ全体最適経営では、これに加え
て、事業の不確実性への対処も含めて実
施する企業が多い

● 新ビジネス創造経営では、リスク管理全
般にわたり、実施度合いがきわめて高い

表2　IT経営の成熟段階に応じたガバナンスの実施状況
（単位：％）

IT経営の成熟段階 部門最適 IT基盤全社最適 プロセス全社最適 グループ全体最適 ビジネス創造

【ガバナンス】
【改革の統制（全案件対象）】 未整備 IT投資の管理に着手 戦略整合性重視 サービスマネジ

メントも
新規案件の
管理が中心

戦略整合性 8.4 17.4 27.3 28.6 27.8
プログラムマネジメント 4.8 18.7 20.6 32.1 22.2
ポートフォリオマネジメント 4.8 15.4 16.4 25.0 22.2
サービスマネジメント 2.4 8.9 9.7 28.6 9.3

【ITリスクの管理】 情報漏えい管理
のみ

アクセス管理中心 可用性・正確性
の確保も

不確実性への
対処も

ITリスクへの
万全の対処

アクセス（セキュリティ） 22.9 26.4 29.7 35.7 46.3
アクセス（顧客情報） 31.3 37.0 38.2 39.3 53.7

可用性（災害復旧） 22.9 24.7 28.5 32.1 40.7
可用性（事業継続） 16.9 17.9 17.0 28.6 33.3

正確性（データ） 12.0 14.5 18.2 32.1 20.4
正確性（内部統制） 22.9 23.8 29.7 39.3 37.0

事業不確実性への対処 19.3 20.9 22.4 32.1 35.2

出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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2	 メソッドの活用状況
メソッドについては（表３の上）、
● 部門最適経営ではシステム開発改善手法

のみの企業が多い
● IT基盤全社最適経営では、システム開

発改善手法と継続的業務改善手法に着手
する企業が増えてくる

● プロセス全社最適経営において、抜本的
業務改革手法を実施する企業が増える

● グループ全体最適経営では、これに加え
て、ビジネスモデル改変手法や新ビジネ
ス創造手法も含めて実施する方法論全体
が充実した企業が出てくる

● ビジネス創造経営では、ビジネスモデル
改変手法や新ビジネス創造手法がさらに
多くなる。一方、継続的業務改善手法を
挙げる企業はやや少なくなる。これは、
現状の延長線上にはない大きな変化に重
点が置かれていることを表している

3	 プラットフォームの整備状況
IT経営の成熟段階の４つは、システムの

アーキテクチャーの成熟度と対応させて定義

しているので、IT経営の成熟段階によって
改革のプラットフォームとなる情報システム
の構造が違うのは、すでに説明したとおりで
ある。

では、システムのアーキテクチャーとは別
の軸で定義したビジネス創造経営の企業のシ
ステムのアーキテクチャーはどうなっている
のか、図には示していないが、その内訳を見
ておこう。個別最適型が14.8％、IT基盤標準
化型が42.6％、プロセス・データ統合型が
38.9％、モジュール型が3.7％である。先進的
なモジュール型が特に多いというわけではな
く、回答企業全体のシステムのアーキテクチ
ャー別構成割合にほぼ近い。

これは、ビジネス創造経営を指向する企業
は、実はシステムのアーキテクチャーの成熟
度とは無関係であることを示している。しか
もその企業は、ガバナンスもメソッドも、通
常の企業より高いレベルで整備されており、
これは注目すべき点である。

改革のプラットフォームとなるシステム
を、共通業務機能部品（サービス）の集合で
構成するSOA（サービス・オリエンテッド・

表3　IT経営の成熟段階に応じたメソッドの活用とプラットフォームの整備状況
（単位：％）

IT経営の成熟段階 部門最適 IT基盤全社最適 プロセス全社最適 グループ全体最適 ビジネス創造

【メソッド】
【改革の方法論の整備】 システム改善方法論

のみ
プロセスとシステム
の改善方法論

抜本的改革方法論の
整備へ

方法論全体が充実 ビジネス開発の
方法論も

システム開発改善 20.5 19.6 24.9 42.9 33.4

継続的業務改善 16.9 22.9 33.3 46.5 29.6

抜本的業務改革 10.8 17.9 21.8 25.0 27.8

ビジネスモデル改変 2.4 6.0 9.7 10.7 13.0

新ビジネス創造 1.2 2.6 8.5 10.7 16.7

【プラットフォーム】
【システムのアーキテクチャー
の成熟段階】

業務システム
個別最適型

IT基盤標準化型 プロセス・データ
統合型

モジュール型 ─

【SOAの導入（全部・一部）】 0.0 1.7 7.8 14.3 11.2

注）SOA：サービス・オリエンテッド・アーキテクチャー、アプリケーションなどを部品化し、それらを組み合わせてシステムを設計する手法
出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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アーキテクチャー）という方法が注目されて
いる。SOAは、システム資産の再利用性を
高め、変化対応のスピードを確保するために
有効な方法である。本調査では、全部あるい
は一部のシステムをSOAを採用してつくっ
ている企業がどれくらいあるかを質問してい
る（前ページの表３の下）。

結果は部門最適経営やIT基盤全社最適経
営ではほとんどなく、プロセス全社最適経営
で８％弱である。グループ全体最適経営、す
なわちモジュール型の企業でも、約14％にと
どまっている。

システムを部品化するには、サービスによ
る方法以外にも、従来からいくつかのやり方
があったが、特定の技術やIT製品に依存せ
ずに再利用可能なシステム部品を実現できる
SOAはその最前線にある。SOAを実際に適
用するには技術的な習熟や運営体制の整備が
必要であり、モジュール型の企業といって
も、SOAの本格的な導入はこれからという
ことのようだ。

4	 ケイパビリティの向上
ケイパビリティについて、まず、社内で

IT部門がどのような役割として位置づけら
れているかを見てみよう（表４の上）。

● 部門最適経営では部門別の分散IT部門
の企業が多い

● IT基盤全社最適経営では、IT基盤のみ
共通化した分散IT部門が多くなる

● プロセス全社最適経営においては、共通
基幹業務システムを管理する集中IT部
門の企業が増え、また、IT部門が業務
改革の本部機能を持つ企業が現れてくる

● グループ全体最適経営やビジネス創造経

営では、IT部門は各部門への部品供給
センターや業務改革支援センターの機能
を持つ企業が増える。新たなサービスや
ビジネスを開発するイノベーションセン
ターの機能を持つ企業も出てくる

次に、IT人材活性化策としてどんな施策が
なされているのかを見てみよう（表４の中央）。

● 部門最適経営ではコミュニケーション改
善施策のみ実施する企業が多い

● IT基盤全社最適経営でも、コミュニケ
ーションと能力発揮環境という、現場主
導で実施できる施策が中心の企業が多い

● プロセス全社最適経営では、価値観の共
有や成長機会の設定といった、組織全体
として取り組む施策も含めて、あらゆる
施策を実施する企業が増える

● これと比べて、グループ全体最適経営で
は、成長機会の設定を挙げる企業がやや
減少する。これは、各社員の自律性を尊
重するということであろうか

● ビジネス創造経営では、「創造の実感」
を挙げる企業が多くなる。これは、イノ
ベーションを追求する企業の姿勢を反映
したものだ

さらに、どのように外部人材を活用してい
るかを見てみよう（表４の中央下）。

● 部門最適経営では、社員の手が足りなく
なる都度、外部の要員を個別業務委託で
活用する企業が多い

● IT基盤全社最適経営では、個別業務委
託も、派遣要員活用も、プロジェクト一
括委託も含めて、あらゆる形態の外部活
用が増え、それが常態化してくる

● プロセス全社最適経営では、共通基幹業
務システムを維持・運営するために、派
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遣要員の活用が増える一方、個別業務委
託は減少する。これは、社員が派遣要員
と一体となって、システムを内製的に運
営するからであろう

● グループ全体最適経営では、個別業務委
託や派遣要員活用が多く、プロジェクト
一括委託が減少する。これは、共通のシ
ステムのアーキテクチャーを社員がしっ

かり押さえたうえで、部分部分のシステ
ム構築や維持を外部要員に任せるからで
あろう

● 新ビジネス創造経営では、個別業務委託
も派遣要員活用もプロジェクト一括委託
も運用包括委託もあらゆる形態の外部活
用が多い。これは、自社のIT部門は改
革の推進に注力し、システムの構築や運

表4　IT経営の成熟段階に応じたケイパビリティの向上
（単位：％）

IT経営成熟段階 部門最適 IT基盤全社最適 プロセス全社最適 グループ全体最適 ビジネス創造

【ケイパビリティ】
【IT組織の役割】 分散（一部集中）

IT部門
分散（基盤共通）

IT部門
集中IT部門・
業務改革本部

連邦IT部門・
業務改革支援

部門改革支援
センター

ローカル部門IT 32.5 23.4 10.9 10.7 13.0
シェアド基盤サービス 31.3 47.2 44.8 53.6 61.6
シェアドシステムサービス 59.0 74.5 80.6 71.4 79.6
部品供給センター 26.5 32.3 28.5 32.1 35.2
イノベーションセンター 3.6 7.7 12.1 17.9 14.8
集中業革本部 10.8 9.8 18.8 14.3 11.1
部門業革支援 16.9 14.5 16.4 21.4 20.4

【IT人材活性化の実施】 コミュニケーション
改善のみ

能力発揮環境も 組織として成長機会
設定も

自律的成長を尊重 創造性を重視

価値観の共有 30.1 37.9 41.2 42.9 40.7
成長機会の設定 24.1 39.1 42.4 32.1 50.0
コミュニケーション 47.0 47.2 46.7 50.0 44.4
能力発揮環境 24.1 48.5 47.9 42.9 46.3
創造の実感 13.3 19.1 25.5 25.0 38.9
該当なし 30.1 12.8 11.5 14.3 11.1

【外部活用形態】 必要の都度、
外部を活用

外部活用常態化 内製化指向強まる 自社管理のもとで
外部活用

外部活用で
システム化加速

個別業務委託 68.7 75.7 62.4 78.6 79.6
派遣要員活用 28.9 41.3 40.0 42.9 51.9
プロジェクト一括委託 20.5 23.4 20.6 10.7 22.2
運用包括委託 15.7 19.6 22.4 28.6 24.1
ベンダー共同運営 9.6 14.9 11.5 10.7 11.1

【グロ－バルIT人材活用】 現地IT人材活用のみ 現地IT人材活用
本格化

多国籍IT人材活用へ グローバルIT
サービス活用へ

グローバルナレッジ
連携萌芽

■ 人材の多国籍化
　　現地IT人材採用 10.8 19.6 17.0 21.4 22.2
　　邦人海外IT人材採用 1.2 7.7 10.3 17.9 14.8
　　日本での外国人採用 1.2 1.3 4.2 7.1 9.3
■ ベンダーの多国籍化
　　日本での海外ベンダー活用 9.60 10.2 7.9 17.9 27.8
　　海外での海外ベンダー活用 0.0 5.1 4.8 10.7 5.6
■ オフショアリソース活用
　　海外システム開発センター 0.0 1.7 0.0 3.6 1.9
　　海外ITサービスセンター 1.2 2.1 1.8 3.6 5.6
■ グローバルナレッジ活用
　　海外との共同研究 0.0 1.3 1.2 0.0 3.7
　　海外研究センター 1.2 0.4 0.0 0.0 1.9

出所）野村総合研究所「2008年ユーザー企業のIT活用実態調査」
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用は外部を動員して改革を加速しようと
いうことであろう

なお、一時期活発化しかけたベンダーとの
共同運営は、どのIT経営の成熟段階の企業で
も10％程度でしか実施していない。

最後に、IT人材のグローバル化への対応
がどの程度進んでいるのかを見てみよう。本
調査結果では、グローバル化は、他の改革に
比べていまだ一部の企業にとどまる関心事で
あることがわかった。このため、グローバル
化を支えるIT人材の確保という取り組みも、
回答全体のなかでは少ない割合でしか実施さ
れていない（前ページ表４の下）。

しかし、少ないながらも、萌芽となる動き
を読み取ってみたい。

● 個別最適経営では、海外の現地IT人材
の採用と、日本での海外ベンダーの活用
を行っている企業が10％程度あるだけだ

● IT基盤全社最適経営やプロセス全社最
適経営では、上述に加え、邦人の海外
IT対応人材の採用も増えてくる

● グループ全体最適経営やビジネス創造経
営では、海外での現地IT人材採用も邦
人の海外IT対応人材の採用もさらに多
くなり、日本や海外での海外ベンダーの
活用も増えてくる

● 海外にシステム開発センターやITサー
ビスのオフショア（委託）センターを設
けることは、全体としてまだ少なく、グ
ループ全体最適経営や新ビジネス創造経
営で、数パーセント見られるだけだ

● 海外のナレッジを活用するための海外と
の共同研究や海外研究センターの設置
は、ビジネス創造経営で数パーセントの
企業が行っているだけだ

Ⅷ	 Agile実現への経営者の
	 強い意思が大切

ネスレや東京海上日動火災保険の事例分析
と本調査結果の分析を通じてわかったのは、
Agileの実現に向けた改革を成功に導くため
には、ガバナンス、メソッド、プラットフォ
ーム、ケイパビリティというIT経営の４つ
の構成要素を整備することが有効であること
だ。そして、環境変化に合わせて事業の改変
が俊敏にできるモジュール型のプラットフォ
ームを持っている企業は、IT経営の他の３
つの要素についてもしっかり整備ができてい
て、グループ全体最適経営というIT経営の
高い成熟段階に達していることだ。

しかし、「一般の企業にとっては、それが
簡単にはできないからどうすればよいかが問
題なのだ」と思われる読者も多いだろう。確
かに、グループ全体最適経営を支えられるよ
うにシステムの全体構造を再構成し、新たな
プラットフォームを築くのに、ネスレは４年
以上かかり、東京海上日動火災保険でも、構
想・計画で２年、第一期の開発に２年を費や
し、しかもシステムはまだ構築途上にある。
プラットフォーム全体を変えるのにはそれく
らい時間がかかり、簡単に実現できるもので
はない。

だからこそ、現時点で低いIT経営の成熟
段階にとどまっている企業は、段階を踏んで
徐々に自社のIT経営の成熟度を高めていく
べきだというのが一つの結論である。

しかし、「そんな悠長なことはしていられ
ない。Agileな企業への体質転換を緊急に進
めなければいけない」という場合はどうすれ
ばよいだろうか。
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一つの活路は、新ビジネス創造経営企業の
存在に見出すことができる。これらは、IT
による改革の実現目的としてビジネス創造を
掲げる企業群だ。この企業群は、現時点では
必ずしもシステムのアーキテクチャーは高い
成熟度にあるわけではない。しかし、志とし
てITによるビジネス創造を最重視する。

この企業群は、グループ全体最適経営の企
業に比べると、システムのアーキテクチャー
の成熟度が低いだけではなく、他にもいくつ
か欠けている要素がある。たとえばガバナン
スではITサービス管理が不十分だったり、
メソッドでは、継続的業務改善手法がおろそ
かだったりする。どちらかといえば、地道な
継続的努力に欠けている点がありそうだ。し
かし、新たなものを生み出す改革のための施
策にはきわめて熱心であり、改革の成果も上
がっている。

このことは、「Agileに向けたIT経営の充
実は、経営者がそれを志として強く意識し行
動したときから半ば実現する」と解釈できよ
う。経営者は、Agileなグループ全体最適経
営をなんとしても実現したいと強く想い、ま
ずは行動を起こすことだ。IT経営の４つの
要素を将来に向けてどう整備するかというビ
ジョンを持ちつつ、自社でできることからメ
リハリをつけてすぐ始める「着眼大局、着手
小局」こそが大切である。

IT経営の４つの構成要素のうちで、シス
テムのアーキテクチャーを変え（プラットフ
ォーム）、人材や組織の文化・能力を変える

（ケイパビリティ）ことは、企業としての基
礎体力の強化であり時間がかかる。このため

には、ビジョンに沿って小さなパイロットプ
ロジェクトから始めて大きくしていく着実な
努力が必要だ。

そこでまず、ガバナンスの確立とメソッド
の導入を、経営者が自ら舵を取って実行す
る。なぜならこの２つは、少数精鋭の特命チ
ームによって比較的短期間で実施が可能だか
らである。これによって経営者の改革に向け
た強い意思を、社員全員に目に見えるような
形で示す。

たとえば、改革立ち上げの宣言、改革事務
局の設置、経営者による運営委員会の設置、
改革に向けて投資や資源を選択的に集中させ
る経営レベルの意思決定、事務局による改革
方法論の試行と社内へのアナウンス、IT投
資とIT資産の集中的な把握──などを経営
者が率先して行う。

そして、これらを適用して新たな改革プロ
ジェクトに取り組み始めれば、社員の意識は
変わってくるはずだ。

ネスレでも東京海上日動火災保険でも、改
革は長期にわたり、途中で予期せぬ難局を何
度も迎えたが、ぶれることなく、経営者は一
貫して改革の先頭に立ち続けた。こうした経
営者個人の決意と資質は、実は改革の最も重
要な成功要因なのである。経営者は、Agile
の実現に向けて、まず一歩踏み出す覚悟が必
要である。
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